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令和８年度診療報酬改定に関連した動画コンテンツ作成に係る 

「動画コンテンツ講師の公募」について 

 

Ⅰ．令和８年度診療報酬改定に関連した動画コンテンツについて 

●時期：2026 年６月～９月下旬にかけて完成次第順次、日本理学療法士協会会員限定コンテンツに掲載予定 

●内容：令和８年度診療報酬改定に関連した全４テーマ（７種） 

●テーマ： 

① 「公的医療機関における土曜・休日リハ体制の確保について」   

② 「療養・就労両立支援の取り組みについて」             

③ 「包括期の療法士による専門性を生かした指導等の新たな取り組みについて」 

③－１「包括期における病棟専従療法士による医療介護連携の取り組みについて」 
③－２「回復期リハ病棟において新設される“回復期リハ強化体制加算”取得のための取り組みについて」 

③－３「回復期リハ病棟における高次脳機能障害患者の退院支援の推進について」 

④ 「看護・多職種協働加算取得における協働の取り組みについて」  

 

Ⅱ．動画コンテンツ講師の公募について 

●対象：医療機関（病院・センター）ご所属の施設会員代表者ならびに協会指定管理者（初級）取得者 

●講師候補：上記①～④のテーマに関する動画コンテンツの講師（施設）を募集いたします。 

①：公的医療機関に所属し土曜・休日リハ体制の確保に取り組む理学療法士（３名程度）  

②：療養・就労両立支援指導料を算定する医療機関において、両立のための評価や情報提供等に取り組む理

学療法士（１名程度）および同施設職員（医師や MSW 等） 

③—１：療法士として病棟に所属しながら介護施設等への助言や新設される包括期充実体制加算や介護支援

等連携指導料を算定予定であり、平時からのケアマネとの連携や情報提供の実践、介護施設や障害者施

設とのカンファレンスなどを行う理学療法士（２名程度） 

③—２：実績指数向上、排尿自立、摂食機能向上等を連携して取り組みを行う理学療法士（２名程度） 

③—３：理学療法士の高次脳機能障害者への関与、評価・情報提供を行う理学療法士（１名程度） 

④：看護・多職種協働加算取得予定の施設にて多職種協働および専門性を発揮した取り組みを行う理学療法

士（１名程度）および同施設職員（非会員）２名（看護師、介護士、等） 

●エントリー方法 

・テーマに関するご所属施設での取り組みについて、所定の PowerPoint（以下「PPT」）フォーマットをご使用の

うえご作成いただき、Ⅲの提出先まで氏名、所属 、連絡先を記載のうえ、メールにてご送付ください。 

※エントリーは各施設１テーマまで。 ※取り組みが１つの場合は取組２の記載はなしで構いません。 

※スライドの枚数に上限はございませんので、必要に応じて追加してご作成いただいて構いません。 

・メール受信後、３営業日以内に本会から返信する受領確認メールをもってエントリー完了となります。 

●選考方法：ご提出いただいた資料をもとに、本会内にて講師の選考を行います。 

●謝金：動画コンテンツ作成の謝金として、講師各位に本会の規定に沿ってお支払いいたします。 

 

Ⅲ．エントリー提出先：事務局 職能推進課 / Email：shokuno@japanpt.or.jp】 

◇申込締切：2026 年６月 15 日（月）18 時まで    ◇選考結果発表：2026 年６月 19 日（金）※予定 

別紙 
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Ⅳ．連絡事項 

・採用された方には、応募テーマに沿った内容での PPT スライドの作成、PPT スライドへの音声吹込みによる 

15 分程度の動画作成をお願いします。 

・ご選考に至らなかった場合も事例集として取りまとめ、本会ホームページ等での掲載を含め、広報に活用させ   

ていただく可能性がございます。その際は別途ご連絡・ご相談させていただきます。 

・ご不明な点がございましたら、下記の照会先までご連絡ください。 

 

 

 

 

 

Ⅴ．参考資料 

 ●令和８年度診療報酬改定関連ページ： 

理学療法士向け＞職能活動＞医療保険・介護保険・障害福祉サービス（報酬改定） 

  令和 8 年度診療報酬改定情報｜職能活動｜公益社団法人 日本理学療法士協会 

●過去の報酬改定関連動画掲載ページ： 

会員限定コンテンツ＞職能事業＞職能関連動画＞社会保障制度の普及啓発 

https://www.japanpt.or.jp/privilege/profession/movie/ 

●関連資料 

 

① 「公的医療機関における土曜・休日リハ体制の確保について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 「療養・就労両立支援の取り組みについて」 

 

 

 

 

 

 

 

■本件に関する照会先 

公益社団法人 日本理学療法士協会 事務局 職能推進課 鳥居 

Email：shokuno@japanpt.or.jp  TEL：03-6721-0224（直通） 

https://www.japanpt.or.jp/pt/function/insurance/medical_2026/#a3
https://www.japanpt.or.jp/privilege/profession/movie/
mailto:shokuno@japanpt.or.jp
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③ 「包括期（回復期）の療法士による専門性を生かした指導等の新たな取り組みについて」 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「看護・多職種協働加算取得における協働の取り組み」  
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